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貸   借   対   照   表
事業者名　西日本電信電話株式会社

 2024年3月31日 
(単位　百万円)

Ⅰ
Ａ 電気通信事業固定資産

(1) 有形固定資産
1 2,368,559

2,061,539 307,019
2 27,957

17,958 9,999
3 139,813

134,221 5,593
4 5,184,608

4,073,661 1,110,947
5 60,000

58,187 1,813
6 2,925,872

2,474,665 451,207
7 37,992

34,299 3,693
8 1,392,296

1,084,876 307,420
9 94,360

77,819 16,541
10 8,364

7,069 1,295
11 1,550

1,329 221
12 169,659

112,676 56,982
13 162,322
14 114,186

12,502 101,683
15 28,075

2,564,810
(2) 無形固定資産

1 14,930
2 50,187
3 2,380
4 378
5 101

67,976
2,632,786

Ｂ 投資その他の資産　
1 5,714
2 40,968
3 7,847
4 38,414
5 114,903
6 18,245

447
225,645

2,858,431

Ⅱ　
1 1,067
2 223,158
3 4,416
4 46,524
5 46,001
6 46,615
7 8,461
8 11,833

43
388,032

3,246,463
流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

流 動 資 産

未 収 入 金

前 渡 金

前 払 年 金 費 用

売 掛 金
契 約 資 産

減 価 償 却 累 計 額
建 物

固 定 資 産

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産 合 計

電 気 通 信 事 業 固 定 資 産 合 計

ソ フ ト ウ ェ ア
施 設 利 用 権

借 地 権
リ ー ス 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計
建 設 仮 勘 定

土 地

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産
減 価 償 却 累 計 額

資 産 の 部

工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

市 内 線 路 設 備
減 価 償 却 累 計 額
市 外 線 路 設 備
減 価 償 却 累 計 額

端 末 設 備
減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

土 木 設 備

車 両 及 び 船 舶
減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額
構 築 物

機 械 設 備
減 価 償 却 累 計 額
空 中 線 設 備
減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額
海 底 線 設 備

関 係 会 社 株 式

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

その他の投資及びその他の資産
貸 倒 引 当 金（貸方）

貯 蔵 品

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ）

前 払 費 用

現 金 及 び 預 金

そ の 他 の 流 動 資 産

様式第1
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Ⅰ
1 450,000
2 100,989
3 256,440
4 663
5 100
6 2,990
7 1,821

813,003

Ⅱ　
１ 225,000
2 105,700
3 56,734
4 78,389
5 9,915
6 155,446
7 12,854
8 8,955
9 116,522
10 200
11 59,453
12 1
13 2,100
14 421
15 5,035

836,724
1,649,727

Ⅰ　
1 312,000
2

1,170,054
1,170,054

3

113,701
113,701

1,595,755

Ⅱ
1 982

982
1,596,736
3,246,463

負 債 の 部

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

退 職 給 付 引 当 金

買 掛 金

資 産 除 去 債 務

そ の 他 の 流 動 負 債
資 産 除 去 債 務

資 本 金
資 本 剰 余 金

関 係 会 社 長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

前 受 収 益

リ ー ス 債 務

関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金

そ の 他 の 固 定 負 債

固 定 負 債

環 境 対 策 引 当 金

未 払 金

短 期 借 入 金

1年以内に期限到来の関係会社長期借入金

1年以内に期限到来の関係会社長期預り金

契 約 負 債

資 本 剰 余 金 合 計

負 債 ・ 純 資 産 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計
純 資 産 合 計

未 払 費 用

繰 越 利 益 剰 余 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

災 害 損 失 引 当 金

株 主 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

流 動 負 債 合 計
負 債 合 計

純 資 産 の 部
株 主 資 本

預 り 金
前 受 金

未 払 法 人 税 等

資 本 準 備 金
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損    益    計    算    書
事業者名　西日本電信電話株式会社

2023年4月 1日から

2024年3月31日まで

(単位　百万円)
Ⅰ

(1) 1,117,970
(2)

1 245,566
2 5,220
3 329,664
4 32,572
5 66,946
6 36,005
7 181,802
8 29,543
9 26,635
10 61,871 1,015,823

102,146
Ⅱ

(1) 165,671
(2) 162,655

3,016
105,162

Ⅲ
1 3
2 13
3 20,528
4 3,471 24,015

Ⅳ
1 2,675
2 740
3 663
4 247 4,325

124,853

Ⅴ
1 23,702 23,702

Ⅵ
1 4,007 4,007

144,547
13,507
17,345
113,696

電 気 通 信 事 業 営 業 損 益

営 業 収 益
営 業 費 用

営 業 収 益
営 業 費 用

営 業 費
運 用 費

固 定 資 産 除 却 費

附 帯 事 業 営 業 損 益
電 気 通 信 事 業 営 業 利 益

施 設 保 全 費
共 通 費

減 価 償 却 費

管 理 費
試 験 研 究 費

法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

災 害 特 別 損 失
税 引 前 当 期 純 利 益

固 定 資 産 売 却 益

営 業 利 益

通 信 設 備 使 用 料

附 帯 事 業 営 業 利 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金
有 価 証 券 利 息

営 業 外 収 益

租 税 公 課

雑 支 出

営 業 外 費 用

経 常 利 益

雑 収 入

支 払 利 息

関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 繰 入
関 係 会 社 株 式 評 価 損

様式第2
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個　別　注　記　表
2023年4月 1日から

2024年3月31日まで

重要な会計方針に係る事項に関する注記

 1．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法

② その他有価証券

 ア）市場価格のない株式等以外のもの

　 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定し

 ております）

 イ）市場価格のない株式等

 　移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　貯蔵品のうち材料品については移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により

算定）、その他の貯蔵品については個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算

定）によっております。

 2．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、主な耐用年数については以下のとおりであり、残存価額は実質残存価額によっております。

機械設備         7～26年

市内線路設備     13～36年

土木設備         50年

建物             4～56年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年以内）に基づく定額法によっております。

(3) リース資産

① 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産　
 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額は実質残存価額とする定額法によっております。

 3．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については債権の

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上することとしております。

(2) 退職給付引当金

① 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

 　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準に

 よっております。

 　数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数による定額法により、翌事業年度より費用

 処理しております。

　 過去勤務費用については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数による定額法により、発生時より費用処理して

 おります。

様式第4

事業者名 西日本電信電話株式会社

様式第4

事業者名 西日本電信電話株式会社
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② 当社は、厚生年金保険法等の定めにより、逓信省（電気通信事業に従事）、電気通信省、電電公社及び日本電信電話株式会

 社に勤務し1956年7月以降に退職した者の1956年6月以前の勤務期間に係る旧国家公務員等共済組合法に基づく年金給付に要す

 る費用に関連し、日本国政府により毎期賦課方式により決定される拠出金のうち当社に帰属する金額を、NTT企業年金基金特例

 経理に対し支出しております。

 　当該費用について、給付見込額を算定し「退職給付引当金」に含めて計上しております。

　 数理計算上の差異については、発生時の対象者の平均残余支給期間に基づく年数による定額法により、翌事業年度より費用

 処理しております。

(3) 環境対策引当金

　当社が保管するポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理費用の支出に備えるため、合理的に見積ることができる金額を計上しており

ます。

(4) 関係会社事業損失引当金

　関係会社における事業損失等に備えるため、関係会社に対する投資を超えて当社が負担することとなる損失見込額を計上して

おります。

(5) 災害損失引当金

　2024年1月に発生した能登半島地震により被災した電気通信設備及び建物等の復旧等に要する費用に備えるため、当事業年度

末における見積額を計上しております。

 4．収益及び費用の計上基準

　約束した財又はサービスはその支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を

認識しております。

　主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、「収益認識に関する注記」に記載のとおり

であります。

 5．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。

会計方針の変更に関する注記

　当社は、貯蔵品のうち材料品については先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法に

より算定）を採用しておりましたが、当事業年度より、移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り

下げの方法により算定）に変更しております。

　この変更は、基幹システムの更改を契機に、より合理的かつ適正な棚卸資産の評価及び期間損益計算を行うことを目的としたもの

であります。

　なお、この変更による影響額は軽微であります。

会計上の見積りの変更に関する注記

　光ケーブル設備は、当事業年度において、設備の使用実態を踏まえ、使用見込期間の見直しを行っております。これにより、従来

の方法に比べ、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ11,464百万円増加しております。

貸借対照表に関する注記

 1．有形固定資産の減価償却累計額 10,150,803百万円

 2．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 8,361百万円

長期金銭債権 59百万円

短期金銭債務 58,006百万円

 3．電気通信事業会計規則第8条の規定により控除した額

高度無線環境整備推進事業に係る補助金等の受入れによる市内線路設備等の取得価額の圧縮記帳額

1,762百万円（累計額　24,528百万円）
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 4．附帯事業に係る固定資産については、少額なため電気通信事業固定資産に含めて表示しております。

 5．当社は資金調達の手段として、債権流動化による売掛金の現金化を行っております。そのうち、当事業年度末において、金融商

品の消滅の認識要件を満たさない売掛金の金額は17,295百万円であり、対応して同額の債権流動化に伴う負債（短期借入金）を

認識しております。

損益計算書に関する注記

 1．関係会社との取引高

営業取引による取引高

　営業収益 48,390百万円

　営業費用 427,547百万円

営業取引以外の取引による取引高 13,264百万円

 2．営業外収益のうち、関係会社に係る収益の金額が営業外収益の総額の100分の10を超えるものは、次のとおりであります。

受取配当金 20,466百万円

 3．営業外費用のうち、関係会社に係る費用の金額が営業外費用の総額の100分の10を超えるものは、次のとおりであります。

支払利息 1,054百万円

 4．固定資産売却益は、土地、建物の売却益であります。

 5．災害特別損失は、2024年1月に発生した能登半島地震により被災した電気通信設備等の復旧等に要した費用であり、災害損失引

当金繰入額2,100百万円を含めております。

なお、現時点で点検が未了であり合理的な見積りが困難な部分については、引当金を計上しておりません。

税効果会計に関する注記

 1．繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、契約負債であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、前渡金であります。

　　なお、繰延税金資産においては、評価性引当額15,678百万円を控除しております。

 2．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対

応報告第42号　2021年8月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開

示を行っております。

金融商品に関する注記

 1．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　資金運用については安全性に配意し、有利な運用に努めることとしております。運用にあたっては、原則、元本保証・確定利

回りの金融商品で行うとともに、取引先金融機関等の信用リスク管理を徹底することとしております。

　資金調達については安定的かつ最も低コストな資金調達手段の確保に努めるとともに、機動的・弾力的な資金調達を行うこと

としております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク、リスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金、未収入金は、顧客等の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、収納管

理に関する内規に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を把握する体制としており

ます。

　投資有価証券その他有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の

株式であり、適宜把握された時価が責任規程等に基づき報告されております。

　営業債務である買掛金、未払金は、そのほとんどが1年以内の支払期日であります。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、関係会社長期借入金は主に設備投資に係る資金調達であり

ます。

　通常の事業活動の過程において、金融資産・負債を含むいくつかの金融商品を保有しております。一部の金融商品は外国為替

相場の変動リスクに晒されております。そのようなリスクを管理するために、リスク管理方針を制定し、先物為替予約等のデリ

バティブ取引を利用することとしております。なお、投機目的でデリバティブ取引を行うことはありません。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、資金繰り計画を作成する等の方法により管理しております。

－
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 2．金融商品の時価等に関する事項

　当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株

式等は、次表には含めておりません（（注2）参照）。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、未収入金、

買掛金、短期借入金、未払金、未払法人税等、預り金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略

しております。

（単位　百万円）

貸借対照表計上額（※1） 時価（※1） 差額

 （1） 投資有価証券その他有価証券 2,330  2,330  －  

 （2） 関係会社長期借入金（※2） (675,000) (669,167) △5,833  

 （3） 関係会社長期預り金（※2） (105,700) (105,700) －  

(※1) 負債に計上されているものについては（　）で示しております。

(※2) 1年以内に期限到来のものを含んでおります。

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに市場価格のない株式等以外の有価証券に関する事項

(1) 投資有価証券その他有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっ

ております。

　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項は以下のとおりであります。

① 当事業年度中の売却はありません。また、種類ごとの取得原価又は償却原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額について

　は、次のとおりであります。

（単位　百万円）

種類 取得原価又は償却原価 貸借対照表計上額 差額

株式 906  2,320  1,414  

債券 －  －  －  

その他 －  －  －  

小計 906  2,320  1,414  

株式 －  －  －  

債券 10  10  －  

その他 －  －  －  

小計 10  10  －  

合計 　 916  2,330  1,414  

② 当事業年度中において、減損処理を行ったものはありません。

(2) 関係会社長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で現在価値に割引いた価額によっておりま

す。

(3) 関係会社長期預り金

　変動金利により短期間で市場金利を反映し、当社の信用状態は受入後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額に近似

していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。

 （注2）市場価格のない株式等

（単位　百万円）

子会社株式

関連会社株式

非上場株式

その他

これらについては、「(1)投資有価証券その他有価証券」には含めておりません。

当事業年度中において、子会社株式について、740百万円減損処理を行っております。

40,201  

767  

3,204  

項目

貸借対照表計上額が取得原価又は
償却原価を超えるもの

貸借対照表計上額が取得原価又は
償却原価を超えないもの

区分 貸借対照表計上額

180  

合計 44,352  

－
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賃貸等不動産に関する注記

 1．賃貸等不動産の状況に関する事項

 　西日本地域において、オフィスビル等（土地を含む）を有しております。

 2．賃貸等不動産の時価等に関する事項

（単位　百万円）

（注1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

（注2）当事業年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行っ

　　　 たものを含む。）であります。

関連当事者との取引に関する注記

 1．親会社

（単位　百万円）

被所有 関係会社

直接100％ 長期借入金

1年以内に

期限到来の

関係会社

長期借入金

未払費用

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）資金の借入については、親会社の資金調達条件と同一としております。なお、担保は提供しておりません。

 2．子会社

（単位　百万円）

所有

直接100％

預り金

1年以内に

(注2) 期限到来の

関係会社

長期預り金

利息の支払(注2) 未払費用

所有

直接100％

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）業務委託については、市場価格を勘案した一般的取引条件をもとに決定しております。

（注2）子会社からのCMS（キャッシュ・マネジメント・システム）による資金の預りについては、市場金利を勘案して利率を決

 　　　定しております。なお、担保は提供しておりません。

（注3）契約期間が1年を超えない資金の預りについては、事業年度中の平均残高を記載しており、契約期間が1年を超える資金

　　 　の預りについては、取引発生総額を記載しております。

子会社 NTTビジネス
ソリューションズ
株式会社

業務委託 業務委託(注1) 156,330 －

0 1

－

CMSによる長期預り － 60,000

子会社 株式会社NTT
フィールドテクノ

業務委託 業務委託(注1) 166,390

5,755

(注3)

取引金額 科目 期末残高

－ －

取引金額

1,054

CMSによる預り(注2) 5,710

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容

資金の借入(注) － 450,000

225,000

利息の支払(注) 148

154,795  509,815  

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 科目 期末残高

親会社 日本電信電話株式会社 持株会社

貸借対照表計上額 時価

－
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 3．兄弟会社

（単位　百万円）

未収入金

未払金

未収入金

短期借入金

利息の支払(注2) 未払費用

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）債権の譲渡については、市場価格を勘案した一般的取引条件をもとに決定しております。

（注2）CMS（キャッシュ・マネジメント・システム）による資金の借入については、市場金利を勘案して利率を決定しておりま

　　 　す。なお、担保は提供しておりません。

（注3）取引金額には、事業年度中の平均残高を記載しております。

1株当たり情報に関する注記

1株当たり純資産額 255,887円23銭

1株当たり当期純利益 18,220円43銭

収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報

　当社は、地域電気通信業務として音声伝送サービス（IP系除く）、IP系サービス等を、附帯業務・目的達成業務として主に受託

サービスを提供しております。

(1) 音声伝送サービス（IP系除く）

　加入電話、INSネット等の音声伝送サービスを顧客に提供しており、これらの提供に従い収益を認識しております。音声伝送

サービスは月次又は隔月で請求しております。

(2) IP系サービス

　フレッツ光、コラボ光等のIP系サービスを顧客に提供し、主な履行義務を下記のとおりに識別して収益を認識しております。

　IP系サービスの月額利用料等はサービスの提供に従い収益を認識しており、一般消費者向けの場合、月次又は隔月で請求し、

法人事業者向けの場合、契約に基づき請求しております。工事料・契約料に係る初期一括収入は繰延べ、最終顧客とのフレッツ

光及びコラボ光の見積平均契約期間にわたって収益として認識しております。

　コラボ光事業者に支払った新規販売奨励金は、前渡金として繰延べ、見積平均契約期間にわたって、収益から控除しておりま

す。

(3) 受託サービス

　システム開発等の受託サービスを顧客に提供しており、工事の進捗に従って顧客に成果が移転するため、工事期間にわたって

収益を認識しております。原価の発生が工事の進捗度に比例すると判断しているため、収益の認識にはインプット法（原価比例

法）を用いております。契約対価は通常、引渡時に請求しております。

　また、損失の発生が予測される場合の損失引当は、引渡時に見込まれる全ての収益及び費用の見積りに基づいて認識しており

ます。認識された損失は、契約の進捗に従って見直すことがあり、その原因となる事実が判明した事業年度において計上してお

ります。

－

1,840

59,502

債権の譲渡(注1) 433,896 22,032

CMSによる資金の借入
(注2)

128,107 61,094

(注3)

452,394

64

親会社の
子会社

NTTファイナンス
株式会社

－ 業務委託 NTTグループ会社間取
引の資金決済

科目 期末残高種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額

－
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固 定 資 産 等 明 細 表 (1)

2023年4月 1日から
2024年3月31日まで

（単位　百万円）

減 価 償 却   累   計   額

又 は 償 却

累   計   額

機 械 設 備 2,345,358 67,527 44,326 2,368,559 2,061,539 52,503 307,019

空 中 線 設 備 27,532 591 166 27,957 17,958 300 9,999

端 末 設 備 140,460 427 1,074 139,813 134,221 1,209 5,593

市 内 線 路 設 備 5,134,071 79,825 29,288 5,184,608 4,073,661 57,050 1,110,947

市 外 線 路 設 備 60,085 113 198 60,000 58,187 90 1,813

土 木 設 備 2,915,221 12,546 1,896 2,925,872 2,474,665 23,368 451,207

海 底 線 設 備 36,950 1,217 174 37,992 34,299 178 3,693

建 物 1,388,714 23,835 20,253 1,392,296 1,084,876 20,344 307,420

構 築 物 93,246 2,207 1,093 94,360 77,819 954 16,541

機 械 及 び 装 置 8,347 367 350 8,364 7,069 117 1,295

車 両 及 び 船 舶 1,532 42 23 1,550 1,329 79 221

工 具 、 器 具 及 び 備 品 159,621 15,046 5,008 169,659 112,676 8,639 56,982

土 地 163,782 9 1,470 162,322 － － 162,322

リ ー ス 資 産 84,980 30,284 1,078 114,186 12,502 6,262 101,683

建 設 仮 勘 定 28,217 210,248 210,390 28,075 － － 28,075

計 12,588,117 444,283 316,787 12,715,613 10,150,803 171,094 2,564,810

施 設 利 用 権 128,156 248 65 128,338 113,408 548 14,930

ソ フ ト ウ ェ ア 349,645 18,668 12,325 355,989 305,802 14,621 50,187

借 地 権 2,381 － 1 2,380 － － 2,380

リ ー ス 資 産 260 217 － 476 98 54 378

そ の 他 の 無形 固定 資産 669 66 0 734 633 36 101

計 481,110 19,198 12,391 487,917 419,941 15,259 67,976

21,473 12,526 12,230 21,770 13,922 8,212 7,847長 期 前 払 費 用

資   産   の   種   類
期 首
残 高 当 期

償 却 額

有
 
 
形
 
 
固
 
 
定
 
 
資
 
 
産

無
形
固
定
資
産

当 期
増 加 額

期 末
残 高

差 引
期 末 残 高

当 期
減 少 額

摘 要

様式第5

事業者名 西日本電信電話株式会社
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固 定 資 産 等 明 細 表 (2)

2023年4月 1日から
2024年3月31日まで

(注) 1. 高度無線環境整備推進事業に係る補助金等による市内線路設備等の圧縮額は、1,762百万円であります。

     2．増加、減少の主なものは、次のとおりであります。

     (1) 増加の主なもの (2) 減少の主なもの

機 械 設 備 デ ィ ジ タ ル 交 換 設 備 60,877 百万円 機 械 設 備 デ ィ ジ タ ル 交 換 設 備 24,014 百万円

市 内 線 路 設 備 通 信 ケ ー ブ ル 62,666 百万円 建 設 仮 勘 定 設備工事の完成により資産に取得

建 設 仮 勘 定 電 気 通 信 線 路 設 備 工 事 123,701 百万円 0 精 算 し た た め で あ り ま す 。 0

0 電 気 通 信 機 械 設 備 工 事 40,967 百万円

様式第5

事業者名 西日本電信電話株式会社
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関 係 会 社 投 資 明 細 表

2023年4月 1日から
2024年3月31日まで

（単位　百万円）

銘                             柄 株 式 数 貸借対照表 株 式 数 貸借対照表 摘　　　　要

（株） 計 上 額 （株） 計 上 額

㈱ 株式 4,000 25,006 － － 4,000 31,255 25,006 子会社

㈱ 株式 56,500 4,593 － － 56,500 4,593 4,593 子会社

㈱ 株式 4,001 4,004 － － 4,001 4,004 4,004 子会社

㈱ 株式 601 2,333 － － 601 5,194 2,333 子会社

㈱ 株式 55,828 864 － － 55,828 1,670 864 子会社

㈱ 株式 16,000 800 － － 16,000 800 800 子会社

㈱ 株式 53,600 659 － － 53,600 2,680 659 子会社

㈱ 株式 12,220 611 － － 12,220 611 611 子会社

㈱ 株式 7,506 525 － － 7,506 525 525 関連会社

㈱ 株式 1,000 416 － － 1,000 416 416 子会社

㈱ 株式 8,000 400 － － 8,000 400 400 子会社

㈱ 株式 48,602 391 － － 48,602 6,907 391 子会社

㈱ 株式 2,700 135 － － 2,700 135 135 関連会社

㈱ 株式 1,960 98 － － 1,960 98 98 関連会社

㈱ 株式 1 80 － － 1 80 80 子会社

㈱ 株式 408 44 － － 408 44 44 子会社

㈱ 株式 180 9 － － 180 9 9 関連会社

㈱ 株式 5,672 0 － － 5,672 2 0 関連会社

株

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
式

エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ ・ ソ ル マ ー レ

ジ ャ パ ン ・ イ ン フ ラ ・ ウ ェ イ マ ー ク

エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ ・ ス マ ー ト コ ネ ク ト

地 域 創 生 Ｃ ｏ デ ザ イ ン 研 究 所

ウ エ ル ク リ エ イ ト

エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ ・ ビ ジ ネ ス ア ソ シ エ 西 日 本

Ｎ Ｔ Ｔ マ ー ケ テ ィ ン グ ア ク ト Ｐ ｒ ｏ Ｃ Ｘ

Ｎ Ｔ Ｔ フ ィ ー ル ド テ ク ノ

Ｎ Ｔ Ｔ ビ ジ ネ ス ソ リ ュ ー シ ョ ン ズ

エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ テ レ コ ン

Ｎ Ｔ Ｔ 西 日 本 ル セ ン ト

Ａ ｃ ｔ ｉ ｂ ａ ｓ ｅ ふ く い

Ｎ Ｔ Ｔ ス マ イ ル エ ナ ジ ー

エヌ・ティ・ティ・ブロードバンドプラットフォーム

期 末 残 高

取 得
価 額

期 首 残 高

株 式 数
金 額

（株）

当 期 増 減 額

テ ル ウ ェ ル 西 日 本

Ｎ Ｔ Ｔ Ｅ Ｄ Ｘ

Ｎ Ｔ Ｔ 西 日 本 ア セ ッ ト ・ プ ラ ン ニ ン グ

エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ ・ メ デ ィ ア サ プ ラ イ

様式第6

事業者名 西日本電信電話株式会社
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関 係 会 社 投 資 明 細 表

2023年4月 1日から
2024年3月31日まで

（単位　百万円）

銘                             柄 株 式 数 貸借対照表 株 式 数 貸借対照表 摘　　　　要

（株） 計 上 額 （株） 計 上 額

㈱ 株式 4,700 235 －
※

△235
4,700 235 0 子会社

㈱ 株式 10,098 505 －
※

△505
10,098 505 0 子会社

293,577 41,708 － △740 293,577 60,162 40,968

(注)　当期増減額欄の※は評価減の金額を含んでおります。

計

　
　
株

式

当 期 増 減 額期 首 残 高 期 末 残 高

株 式 数
金 額

取 得
価 額（株）

Ｎ Ｔ Ｔ Ｓ ｐ ｏ ｒ ｔ ｉ ｃ ｔ

Ｎ Ｔ Ｔ Ｐ Ａ Ｒ Ａ Ｖ Ｉ Ｔ Ａ

様式第6

事業者名 西日本電信電話株式会社
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様式第15

事業者名　西日本電信電話株式会社

（単位　　百万円）

営業収益 営業費用 営業利益

150,797 175,932 △25,136 

9,293 8,622 670 

△666 4,560 △5,226 

10,862 5,293 5,569 

170,286 194,408 △24,122 

385,254 295,061 90,193 

14,072 12,061 2,011 

102,730 51,248 51,482 

502,057 358,370 143,686 

672,343 552,779 119,564 

445,627 463,044 △17,418 

1,117,970 1,015,823 102,146 

（注）　1．指定電気通信役務損益明細表の作成基準
　  本指定電気通信役務損益明細表は、電気通信事業会計規則（昭和60年郵政省令第26号）に基づき、同会計規則附則第3項（昭和60年郵政省令第26号）の定めにより
　　総務大臣に提出するために作成しております。

2．電気通信役務に関連する収益及び費用の配賦基準
    電気通信役務に関連する収益及び費用の配賦基準については、電気通信事業会計規則（昭和60年郵政省令第26号）、及び同会計規則附則第3項（昭和60年郵政省令
　  第26号）の定めにより総務大臣に提出する基準及び手順に準拠して、それぞれの役務に配賦しております。
　

3．会計上の見積りの変更に関する注記

    光ケーブル設備は、当事業年度において、設備の使用実態を踏まえ、使用見込期間の見直しを行っております。これにより、従来の方法に比べ、電気通信事業に関する減価償却費が

    11,464百万円減少し、営業利益が同額増加しております。

市 内 ・ 市 外 通 信

指定電気通信役務損益明細表

2023年4月1日から

2024年3月31日まで

役 務 の 種 類 摘 要

小 計

指 定 電 気 通 信 役 務 以 外 の 電 気 通 信 役 務

合 計

公 衆 電 話

そ の 他

小 計

特定電気通信役務
以外の指定電気通
信役務

Ｆ Ｔ Ｔ Ｈ ア ク セ ス サ ー ビ ス

専 用 役 務

そ の 他

小 計

指
定
電
気
通
信
役
務

特定電気通信役務

音
声
伝
送
役
務

基 本 料
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附 帯 事 業 損 益 明 細 表

2023年4月 1日から
2024年3月31日まで

（単位  百万円）

営 業 収 益 営 業 費 用 摘 要

43,645 44,296 △651

111,250 109,195 2,055

1,785 1,601 184

6,482 6,210 272

2,508 1,352 1,156

[ 他 社 商 品 販 売 ・ 取 次（再掲）] 634 235 400

[ 料 金 回 収 代 行（再掲）] 517 208 309

計 165,671 162,655 3,016

目 的 達 成 業 務

営 業 利 益区 分

お 買 上 げ

受 託

コ ン サ ル テ ィ ン グ

そ の 他 の 附 帯 業 務

様式第17

事業者名 西日本電信電話株式会社
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 そ の 他 重 要 事 項 明 細 表 

2023年4月 1日 から

2024年3月31日 まで

氏 名 摘          要

桂 一 詞 代表取締役社長 （2023年6月15日就任）

取締役 （2023年6月16日就任）

木 股 昌 俊 特別顧問

副会長

会長

会長 （2023年6月2日退任）

新 貝 康 司 取締役 （2023年6月29日退任）

取締役

取締役

取締役

理事

取締役

山 本 恭 子 執行役員

横 山 桂 子 監査役

佐 藤 裁 也 監査役

篠 原 宏 年 監査役 （2023年6月15日就任）

飯 島 奈 絵 取締役

監査役

取締役

区         分 兼 務 会 社 名 及 び 役 職 名

取締役

監査役

取締役、監査役
又は執行役の重
要な兼職の状況

第 一 生 命 ホ ー ル デ ィ ン グ ス ㈱

㈱ Ｎ Ｔ Ｔ フ ィ ー ル ド テ ク ノ

大 倉 工 業 ㈱

（2023年6月15日就任）

㈱ 関 西 み ら い 銀 行

㈱ Ｎ Ｔ Ｔ フ ァ シ リ テ ィ ー ズ

㈱ エ ク サ ウ ィ ザ ー ズ

㈱ オ ー プ ン エ イ ト

一 般 社 団 法 人 ユ ー ダ イ モ ニ ア 研 究 所

㈱ 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ フ ィ ナ ン シ ャ ル ･ グ ル ー プ

㈱ ク ボ タ

オ リ ン パ ス ㈱

一 般 社 団 法 人 日 本 農 業 機 械 工 業 会

一 般 社 団 法 人 日 本 水 道 工 業 団 体 連 合 会

公 益 社 団 法 人 関 西 経 済 連 合 会

日 本 電 信 電 話 ㈱

㈱ＮＴＴマーケティングアクトＰｒｏＣＸ

㈱ 大 阪 チ タ ニ ウ ム テ ク ノ ロ ジ ー ズ

㈱ Ｎ Ｔ Ｔ フ ィ ー ル ド テ ク ノ

（2023年6月15日就任）

Ｎ Ｔ Ｔ ビ ジ ネ ス ソ リ ュ ー シ ョ ン ズ ㈱

様式第18

事業者名 西日本電信電話株式会社
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